
現計予算額 113,094,003 千円

補　正　額 1,068,367 千円

【補正額の財源内訳】

国県支出金　614,838千円　　　その他　1,758千円　　　一般財源　451,771千円

補正後の額 114,162,370 千円 （対前年度同期2,933,227千円増、2.6％）

事業別
概要

○ 588,110千円 P8

○ 15,323千円 P7,8

○ 464,934千円 －

※詳細は、別紙「令和７年度１２月追加補正予算（案）事業別概要」のとおり

３　特別会計補正予算
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(3)
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４　企業会計補正予算

(1)

(2)

(3)

(2)

低所得者等への光熱費助成事業費

物価高騰の影響を受けている低所得世帯に光熱費を助成する経費（4,000円/世帯）
①生活保護受給世帯（1,950世帯）
②児童扶養手当受給世帯（1,382世帯）
③特別障害者手当等受給世帯（250世帯）

　国の経済対策に呼応し、物価高の影響を受ける子育て世帯を応援するための給付金等を支給する経費及び国の人
事院勧告等を踏まえた月例給の引上げ、期末勤勉手当の改定などに伴う補正予算です。

令和７年１２月１７日

令和７年度１２月追加補正予算（案）の概要

１　一般会計補正予算

(1)

(3)

２　一般会計補正予算の主な事業

人件費（給与改定分）

物価高対応子育て応援手当費

児童手当を受給する世帯に対し、児童１人あたり２万円の給付金を支給する経費
児童手当受給児童（28,400人）

0千円

8,998千円 17,797,942千円国民健康保険費

介護保険費

温泉事業費 49,565千円

3,142,536千円

現計予算額 補正予算額

17,788,944千円

20,103,732千円 4,775千円 20,108,507千円

49,565千円

現計予算額

1,003千円

下水道等事業 17,280,971千円 15,303千円

補正後の額

9,997,910千円

後期高齢者医療費 3,141,533千円

補正後の額

212,051千円

補正予算額

水道事業 8,741,573千円 46,209千円 8,787,782千円

17,296,274千円

10,209,961千円病院事業


